

参考様式５号
事業報告書

１　居住支援業務の期間
	





２　居住支援業務の具体的内容及び実施方法
(1) 法第62条第１号に掲げる家賃債務保証業務
	具体的な事業内容
	対象者の属性と実績数

	




	




(2) 法第62条第２号に掲げる入居前支援（例：情報提供、住宅相談など。）
相談件数：
	具体的な事業内容
	対象者の属性と実績数

	




	




(3) 法第62条第３号に掲げる入居後支援（例：見守り、生活相談など。）
相談件数：
	具体的な事業内容
	対象者の属性と実績数

	




	




(4) 法第62条第５号に掲げる残置物処理等業務
	具体的な事業内容
	対象者の属性と実績数

	




	




３　対価を得て行う場合、その居住支援業務の内容、対価、提供の条件
	①
	内容
	



	
	対価
	



	
	提供の条件
	



	②
	内容
	



	
	対価
	



	
	提供の条件
	



	③
	内容
	



	
	対価
	



	
	提供の条件
	




※適宜行を追加

４　賃貸住宅の賃貸人に対し、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進を図るために必要な情報の提供
	（自社ホームページへの掲載など
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５　地方公共団体、居住支援協議会、不動産関係事業者及び福祉関係機関等との連携
	（居住支援協議会や研修会への参加など）








６　居住支援業務に係る人材の確保及び資質の向上に資する事項
	（居住支援協議会や研修会への参加など）







７　事業計画等の公表の方法
	（自社ホームページへの掲載など）










